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はじめに 

 

　やさしい財政白書（２０１５）では中学生の「税についての作文」において、立川

市教育長賞を受賞した第一中学校３年生の丸山紗季さんの作文「税に支えられる

生活」を掲載させていただきました。この作文では、市の財源の根幹を成す「税」

の役割や、納税してくださる方への思いが書かれております。また、記載につい

ては、「もっとわかりやすく」との声にお応えするべく、グラフの統一化や文字数

など、工夫をさせていただきました。 

 

　中学生のみなさんが学習補助資料に活用できるように、中学３年生のみなさん

が生まれた平成１２年度と比較してデータを掲載するとともに、地方財政をはじめ、

立川市の平成２５年度の決算数値をもとに、税金等の使い道などを解説し、巻末に

は用語説明を掲載した、やさしい財政白書として発行することといたしました。

また、１７ページ以降では市財政の現状と改善が必要な要因を分析するとともに、

企業会計の手法を取り入れた財務書類についても簡潔にまとめてあります。 

　“わたしたちのまち、立川”。この立川を魅力あるまちにするため、本市では、

市民のみなさんの要望にお応えしながら、これまでに様々な事業を展開するとと

もに、行財政にかかる改革の取り組みも行ってきています。 

　平成２６年度は、重点的に取り組む施策として「行財政改革」、「子どもの幸せの

ために」、「ごみ減量とリサイクル」、「にぎわいの創出と安全・安心のまちづくり」、

「公共施設のあり方の検討」の５つの施策を重点施策として展開するとともに、「職

員の人材育成とコンプライアンスの推進」、「第４次長期総合計画策定への取り組み」

の施策にも取り組んでおります。市民参画と協働のもと、今後とも、わかりやす

い市政の実現を基本に行政運営にあたってまいりますが、やさしい財政白書をよ

り多くの方にご活用いただき、多くのご意見をお寄せいただくようお願い申し上

げます。 

平成２７年３月　　　　　　　　　　　　　　　　 

立　川　市　長　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

立川市公式キャラクター 

「くるりん」・・・ 
よろしくお願いいたします。 



平成２６年度　中学生の「税についての作文」

立川市教育長賞

立川市立立川第一中学校　三年Ｃ組　丸山　紗季 「税に支えられる生活」

　私たちは、税に助けられて生きています。普段歩いている道路も、通っている学

校や図書館などの公共施設も、税金を使ってつくられたものです。ほかにも、警

察・消防の人、学校の先生たちの仕事は税金なしでは成り立ちません。

　こんなにも多くのことに税が使われている。すると、少しのお金では全然足りま

せん。誰がこの税金を納めているのでしょうか。

　それは、私たちのお父さん、お母さんたちくらいの年齢の大人の人です。決して

少なくはない金額の税を、国や自分の住んでいる都道府県などに納めています。そ

の人たちより、私たち子供や、高齢者の方のほうが税金を使っているのにもかかわ

らず、です。とても大変なことだし、同時に素晴らしいことだと思います。

　私が小学校の低学年くらいだった頃。最初私は、授業で使う教科書は全て自分の

家のお金で買っているものだと思っていました。ただでこんなに立派な本がもらえ

るなんて思いませんから、当然です。しかし、私は教科書の裏に「０円」と書いて

あるのを見つけました。よく読んでみると「この教科書は、税金によって無償で支

給されています。」という文章が書いてありました。そこで初めて、私はそのこと

を知りました。とても驚きました。生徒一人一人にも結構な量の教科書が配られる

のに、それを全国の学校の生徒の分が必要なのです。膨大なお金が使われます。

　そのときは少ししか考えませんでしたが、今考えてみて、なぜ小中学生のために

そこまでしてくれるのか、不思議に思いました。教科書の裏には、このようなこと

も書いてありました。「これからの日本を担う皆さんへの期待をこめて支給された」

ということです。

　そう、この教科書は私たちの将来のために配られているのでした。今税金を納め

ている世代の人たちから、私たちへのメッセージです。私たちに、日本を任せられ

る人間になってほしい、もっとよりよい社会をつくっていってほしい、そんな願い

がこもった本だったのです。

　ほかの、税によってつくられるものも同じ、より良い社会のためです。税を納め

ている年齢、つまり今の日本の中心となる年代の人たちの思いに、どうやって答え

ることができるのか、考えてみました。

　それは、まず、周りのものを大切にしていくことです。それから、納税者への感

謝の気持ちを忘れないこと。

　私は、この２つを守って、これから生活していきたいと思います。そして、メッ

セージを受け取った私たちが、次の世代の日本をよりよくしていけたら、それはと

ても素敵なことだと思います。
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　市町村などが仕事を進めていく上で、必要なお金を集めてくること（資金調
達）と、集められたお金をどのように使っていくか（資金配分）を地方財政とい
います。
　立川市では、お金がどのように入り、どのように使われているのでしょうか。
この本をとおして、わたしたちのまち、立川市の財政を見てみましょう。

  財政ってな～に？
1 地方財政

立川市の仕事 

市　　　税 国庫支出金 市債（借金） 使用料（料金） 

●いろいろな所で 
　　道路、公園 
　ごみ処理　など 

●あらゆる世代に 
　保育所、学校 
介護サービス　など 

資 　 金 　 調 　 達 資 　 金 　 調 　 達 

資 　 金 　 配 　 分  資 　 金 　 配 　 分  

これが財政 
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2 7つのお財布

  財政ってな～に？ 

　立川市では福祉や教育、施設整備など、広く行われる事業に使うお財布（ 一 般
※

会計）と、特定の目的のための６つのお財布（ 特 別会計）があり、合計７つのお
※

財布があります。特定の目的のためのお財布は、生活に欠かせない下水道や病院
にかかるときに必要な国民健康保険、介護サービスを受けるときに必要な介護保
険などの事業を行うために、目的に合わせて使い分けています。

■立川市　平成25年度決算　一般会計・特別会計

収　　支歳出決算額歳入決算額

３４億８千万円７０４億０千万円７３８億８千万円一般会計

１億２千万円３０３億７千万円３０４億９千万円競輪事業

２億６千万円１８６億５千万円１８９億１千万円国民健康保険事業

３千万円５３億３千万円５３億６千万円下水道事業

０円１億５千万円１億５千万円駐車場事業

２千万円１０６億６千万円１０６億８千万円介護保険事業

２千万円３０億０千万円３０億２千万円後期高齢者医療事業

〈一般会計からの繰入状況〉　

　�国民健康保険事業 ２６.３億円

　�下水道事業 １８.５億円

　�介護保険事業 １７.２億円

　�後期高齢者医療事業 １４.７億円

　　特別会計の

お財布は、一般会計の

お財布から「繰入金（税金）」

をもらって、やりくり　

しているんだよ。　　　
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　立川市が仕事をするのに必要な収入は、給料などに応じて負担する市民税や資
産価格に応じて負担する 固 定資産税などの

※

 市 税や
※

 国 庫・都支出金、
※

 各 種交付金、
※

 市 債（借金）などがあります。平成２５年度の歳入決算額は１２年度より１２７億円増
※

えています。これは主に、市税が４３億円、国庫支出金が６１億円増加したことによ
ります。

  お金の使い方をみてみよう  収入編
1 平成２５年度歳入決算の状況

■平成25年度の歳入

■平成12年度の歳入

市税 375.6億円 （50.8％）

諸収入・使用料など 73.2億円 （9.9％）

各種交付金など 39.2億円 （5.3％）

国庫支出金 135.6億円 （18.4％）

都支出金 84.1億円 （11.4％）

市債 31.1億円 （4.2％）

市税 333.1億円 （54.5％）

諸収入・使用料など 68.7億円 （11.2％）

各種交付金など 47.8億円 （7.8％）

国庫支出金 74.6億円 （12.2％）

都支出金 57.5億円 （9.4％）

市債 30.2億円 （4.9％）

総　額 
738.8億円 

市税 
375.6億円 
（50.8％） 

諸収入・使用料など 
73.2億円 
（9.9％） 

各種交付金など 
39.2億円 
（5.3％） 

国庫支出金 
135.6億円 
（18.4％） 

都支出金 
84.1億円 
  （11.4％） 

市債 
31.1億円 
（4.2％） 

諸収入諸収入・使用料など使用料など 
68.7億円億円 
（11.2％）％） 

各種交付金など各種交付金など 
47.8億円億円 
（7.87.8％）％） 

総　額 
611.9億円 

市税 
333.1億円 
（54.5％） 

諸収入・使用料など 
68.7億円 
（11.2％） 

各種交付金など 
47.8億円 
（7.8％） 

国庫支出金 
74.6億円 
（12.2％） 

都支出金 
57.5億円 
  （9.4％） 

市債 
30.2億円 
（4.9％） 
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2 市税収入

  収入編 

　立川市の収入の半分以上は市税収入です。この市税収入のなかで最も多いのは
固定資産税です。次いで 個 人市民税、

※

 法 人市民税、
※

 都 市計画税の順になっていま
※

す。個人市民税や法人市民税は景気の変動に左右されやすいものです。都市計画
税はまちづくりのために使われる、目的をもったものです。市税収入は、平成２５
年度は１２年度より４３億円増えています。このうち固定資産税は１５億円、個人市民
税は２４億円増えています。

■市税収入額の推移

Ｈ25Ｈ22 Ｈ23Ｈ12
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　競輪事業の収益は昭和２６年度の立川競輪開設以来、平成２５年度までに１,３２０億円
を超える収益を一般会計などに繰り入れました。その繰入金は、柴崎市民体育館
や総合福祉センター、中央図書館の建設、また、ごみ処理施設や立川駅南北駅前
の整備など、立川のまちづくりのために使われてきました。
　１２年度において、一般会計には一年間で２４億円もの繰り入れがありましたが、
２５年度は１千万円の繰り入れとなっています。

  収入編 

3 収益事業収入

■収益事業収入の推移
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「ガールズケイリン」は、

２４年７月にプロスポーツ

として始まったんだよ。
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1 平成２５年度歳出決算の状況（目的別の支出）
　立川市の支出は福祉関係にかかる経費の「民生費」の支出がほぼ半分を占めて
います。続いて小・中学校、図書館運営などの「教育費」が多くなっています。
　道路整備などの「土木費」は平成１２年度と比べると５０億円減少しており、整備
が落ち着いていますが、今後は老朽化した施設の維持・管理などの費用が増加し
ていくと思われます。

■平成25年度の歳出

■平成12年度の歳出

  お金の使い方をみてみよう  支出編

議会費 4.7億円 （0.7％）

総務費 102.9億円 （14.6％）

民生費 336.3億円 （47.8％）

衛生費 52.6億円 （7.5％）

労働・農林・商工費 6.6億円 （0.9％）

土木費 61.0億円 （8.7％）

消防費 24.2億円 （3.4％）

教育費 72.2億円 （10.2％）

公債費 43.5億円 （6.2％）

議会費 4.8億円 （0.8％）

総務費 72.9億円 （12.1％）

民生費 205.3億円 （34.1％）

衛生費 47.5億円 （7.9％）

労働・農林・商工費 5.6億円 （0.9％）

土木費 110.9億円 （18.5％）

消防費 19.7億円 （3.3％）

教育費 89.7億円 （14.9％）

公債費 44.9億円 （7.5％）

歳　出 
704.0億円 

総務費 
102.9億円 
（14.6％） 

議会費 
4.7億円 
（0.7％） 

民生費 
336.3億円 
（47.8％） 

衛生費 
52.6億円 
（7.5％） 

労働・農林・商工費 
6.6億円 
（0.9％） 

土木費 
61.0億円 
（8.7％） 

消防費 
24.2億円 
（3.4％） 

教育費 
72.2億円 
   （10.2％） 

公債費 
43.5億円 
（6.2％） 

歳　出 
601.3億円 

総務費 
72.9億円 
（12.1％） 

議会費 
4.8億円 
（0.8％） 

民生費 
205.3億円 
（34.1％） 

衛生費 
47.5億円 
（7.9％） 

労働・農林・商工費 
5.6億円 
（0.9％） 

土木費 
110.9億円 
（18.5％） 

消防費 
19.7億円 
（3.3％） 

教育費 
89.7億円 
   （14.9％） 

公債費 
44.9億円 
（7.5％） 
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  支出編 

　支出はサービスの「 目 的」によって分類することができます。市議会の運営な
※

どの「議会費」、住民票等の交付などの「総務費」、福祉関係の「民生費」、予防接
種や、ごみの処分などの「衛生費」、仕事に関する支援などの「労働費」、農業振
興などの「農林費」、商業・工業などの「商工費」、道路や橋、公園の整備などの
「土木費」、消防、防災の「消防費」、小・中学校や図書館などの「教育費」、借金
の返済にかかる経費の「公債費」があります。

2 目的別の支出を1万円札にたとえると

歳出合計　10,000円 

総務費　1,460円 民生費　4,780円 議会費　70円 

衛生費　750円 
労働・農林・ 
商工費 

消防費　340円 教育費　1,020円 公債費　620円 

　90円 土木費　870円 
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3 性質別の支出

  支出編 

　支出は経費の「 性 質」によって分類することができます。人にかかる経費の
※

「人件費」、生活保護費や障害者福祉、児童手当などの「扶助費」、道路・公園な
どの整備にかかる「投資的経費」、借金返済のための「公債費」などに分けられま
す。このうち自由に削減することができない経費（人件費、扶助費、公債費）を
「義務的経費」といいます。

■平成25年度の歳出

■平成12年度の歳出

人件費 109.9億円 （15.6％）

扶助費 223.2億円 （31.7％）

公債費 43.1億円 （6.1％）

物件費 98.5億円 （14.0％）

維持補修費 7.1億円 （1.0％）

補助費等 57.5億円 （8.2％）

積立金・出資金等 14.6億円 （2.1％）

繰出金 77.0億円 （10.9％）

投資的経費 73.1億円 （10.4％）

人件費 144.3億円 （24.0％）

扶助費 110.8億円 （18.4％）

公債費 43.6億円 （7.2％）

物件費 84.4億円 （14.0％）

維持補修費 5.8億円 （1.0％）

補助費等 45.5億円 （7.6％）

積立金・出資金等 4.6億円 （0.7％）

繰出金 57.7億円 （9.6％）

投資的経費 105.1億円 （17.5％）

歳　出 
704.0億円 

人件費 
109.9億円 
（15.6％） 

扶助費 
223.2億円 
（31.7％） 

公債費 
43.1億円 
（6.1％） 

物件費 
98.5億円 
（14.0％） 

維持補修費 
7.1億円 
（1.0％） 

補助費等 
57.5億円 
（8.2％） 

積立金・出資金等 
14.6億円 
（2.1％） 

繰出金 
77.0億円 
   （10.9％） 

投資的経費 
 73.1億円 
    （10.4％） 

歳　出 
601.8億円 

人件費 
144.3億円 
（24.0％） 

扶助費 
110.8億円 
（18.4％） 

公債費 
43.6億円 
（7.2％） 

物件費 
84.4億円 
（14.0％） 

維持補修費 
5.8億円 
（1.0％） 

補助費等 
45.5億円 
（7.6％） 

積立金・出資金等 
4.6億円 
（0.7％） 

繰出金 
57.7億円 
   （9.6％） 

投資的経費 
 105.1億円 
    （17.5％） 
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  支出編 

4 人件費と職員数
　人件費の総額は減少が続き、職員給についても減少が続いていますが、平成２５
年度は、１２年度の水準と比べ３０％程度低くなっています。
　職員数は平成２５年４月１日現在１,０４５人（普通会計職員数）で行財政改革の取り
組みにより減少しています。人口１万人あたりの職員数は５９人ですが、これは、
施設の整備状況などが自治体によって異なりますので単純な比較はできませんが、
多摩地域の 類 似都市よりも多い状態が続いています。

※

■人件費の推移

12,121

7,247

12,121
11,659

7,247 7,0097,009

人件費 うち職員給 人件費伸び 職員給伸び 

Ｈ23Ｈ12

10,989

14,426

Ｈ22

6,824

9,818 10,989

6,824

Ｈ24

12,891

7,623

12,891

7,623

Ｈ25
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

人
件
費
等（
百
万
円
） 

 
100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0

伸
び
率（
％
） 

14,426

9,818

11,659

84.084.0
80.880.8

69.5

89.489.4

77.6

73.873.8

71.471.4

100.0

69.5

76.276.2

77.6

100.0

3,000 

2,500 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

0

60 

50 

40

人
口
１
万
人
あ
た
り
の
職
員
数（
人
） 

職
員
数（
人
） 

職員数 人口１万人あたりの職員数 

1,045

2,608

944 1,173
1,175

2,076

859

941 951 1,252746

48.9

立
川
市 

八
王
子
市 

三
鷹
市 

府
中
市 

調
布
市 

町
田
市 

小
平
市 

日
野
市 

西
東
京
市 

類
似
都
市 

東
村
山
市 

58.7

46.4

52.5

46.6

52.6

48.748.7
46.4

52.7

48.2 49.4

1,045

2,608

944 1,173
1,175

2,076

859

941 951 1,252746

48.9

58.7

46.4

52.5

46.6

52.6

46.4

52.7

48.2 49.4

■職員数の類似都市比較（普通会計職員数）

※普通会計とは地方財政統計上統一的に用いられる区分で、財政比較時などに用

いられます。
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  支出編 

　生活保護費や障害者福祉、児童手当などの「扶助費」と、一般会計から国民健
康保険事業会計や介護保険事業会計などへの「繰出金」を合わせた、いわゆる
「社会保障関係経費」と呼ばれる分野にあてた税金等（ 一 般財源）は、平成１２年

※

度では６１億円でしたが、２５年度では１１０億円に達しています。
　この間の市税収入は、１２年度に比べ２５年度は１３％増の３７６億円であるのに対し、
扶助費は７２％増の６２億円、繰出金は９４％増の４８億円と大幅な伸びとなっています。

5 社会保障関係経費

■社会保障関係経費と市税収入の推移

200 

190 

180 

170 

160 

150 

140 

130 

120 

110 

100

Ｈ12

扶助費の伸び 

繰出金の伸び 

社会保障関係 
経費の伸び 

市税収入の 
伸び 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

197

176

178

Ｈ25

194
186

175

168

113

100

113

179
181

110 111

167
175 172

197

176

178
194

186

175

168

113

100

113

179
181

110 111

167
175 172

3,600

Ｈ23Ｈ12 Ｈ22

36,757

Ｈ24 Ｈ25

36,757 36,970

2,479

6,079 6,178

4,821

2,479

4,821

6,034

4,606

6,034

4,606

6,009

4,889

6,009

4,889

6,2916,291

4,4014,401

33,308

37,56237,735

扶助費 

繰出金 

社会保障関係経費 

市税収入 
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

35,000

40,000
（百万円） 

10,640 10,898 10,692 10,999

■平成１２年度を１００とした場合の伸び率の比較
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  支出編 

　物件費には郵便料などの役務費、日常的に消費する物品などを購入する経費の
需用費や備品購入費、事業を民間委託する場合の委託料などがあります。
　立川市では行財政改革の取り組みにより、平成２５年度には学校給食共同調理場
に P FI手法による運営を導入したり、

※

 指 定管理者制度による施設の維持管理業務
※

の民間委託を進めていることから、物件費は増加傾向にあります。

6 物件費の推移

■物件費および物件費のうち毎年支払いが必要な需用費・委託料の推移

（百万円） 

Ｈ23Ｈ12 Ｈ24 Ｈ25
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

Ｈ22

1,3871,650

4,694
4,827

8,439

1,3321,332

4,845

1,452

5,1465,146

うち経常的な委託料 うち経常的な需用費 物件費 

1,446

5,948

9,845

4,827

1,650

5,948

1,4461,387

4,694 4,845

1,452

8,439

9,845

8,6488,648 8,9308,930 8,9528,952

施設の維持管理業務の

民間委託を推進することが、

人件費の減少につながる

んだよ。　　　　　　
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  支出編 

　立川駅南口土地区画整理事業は約５０数年の歳月を要し、また、立川駅北口駅前
とファーレ立川地区などの事業時期が重なったため、一時的に財政規模がふくら
み、多額の市債（借金）の発行が伴いました。同時に、市税収入の伸び悩みや競輪
事業の収益が減ったことにより、一般財源が不足し、市の貯金である「財政調整
基金」や「公共施設整備基金」等を取り崩して対応してきました。投資的経費の総
額は、平成１２年度は１０５億円でしたが、２５年度は３０％減の７３億円に縮小しています。

7 投資的経費の推移

■歳出決算額と土木費、投資的経費の推移

歳出決算額 

土木費 
投資的経費 

土木費構成比 

投資的経費構成比 

8.58.5

18.1

6,576

7,310
9.3

10.4

5,882

8.9

8.7

66,403

5,882

8.9

8.7

5,155

7.8

6.7

66,422

5,155

7.8

6.7
5,739 4,4705,739 4,470

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

決
算
額
（
百
万
円
） 

構
成
比
（
％
） 

Ｈ22 Ｈ23Ｈ12
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

70,403

Ｈ24 Ｈ25

5,9545,954

19.0

17.5

60,181

11,42811,428

10,51510,515
6,576

7,310
11,428

10,515

8.8

9.2

67,493

6,1876,187
8.8

9.2

67,493

6,187

立川駅南北のまちづ

くりが落ちついたか

ら投資的経費は減少

したんだね。
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1 市の借金
　これまで、立川駅南北の区画整理事業や防災対策などのまちづくりを進めてき
たほか、時代の要請や市民の要望に応えて市民利用施設やごみ処理施設などを整
備し、多くのお金を借り入れ（「市債」の発行）、市民生活の向上に努めてきまし
た。まちづくりが落ち着いたことや借り入れを制限したことにより、「市債残高」
は、平成１２年度には４２２億円だったのが、２５年度は３１８億円となっています。

■市債残高の推移

元
金
償
還
と
借
入
額
（
百
万
円
） 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

元金償還 借入額 市債残高 

市
債
残
高
（
百
万
円
） 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

Ｈ25Ｈ22 Ｈ23Ｈ12 Ｈ24

3,1123,016
2,843

3,982

42,225

31,755
32,625

3,508
4,128

3,434

4,382

34,683

2,565

4,003

33,245

■市債残高の状況

  借金と貯金  （将来にわたる財政負担）

構成比金　　　額項　　　　　目

8.1％25億5,500万円立川駅南北周辺まちづくりなど

12.0％38億　600万円小・中学校の校舎・体育館などの整備

0.6％1億8,300万円ごみ処理施設などの整備

1.7％5億4,200万円市営住宅の整備

2.7％8億5,700万円福祉会館、児童館など民生施設の整備

3.2％10億1,200万円体育館、八ヶ岳山荘など社会教育施設の整備

4.7％14億8,900万円公園整備

10.4％33億　900万円道路整備など

14.7％46億8,000万円駐輪場や庁舎等の整備

10.0％31億8,300万円減税補てん債・減収補てん債

31.9％101億3,900万円臨時財政対策債

100.0％317億5,500万円合　　　　　　計
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2 借金の返済
　福祉や環境、教育、まちづくりなど広範囲にわたり必要性の高い施設の整備を
進め、その財源の一部として、多額の市債の発行（借金）を行ってきました。こ
の結果、市債残高と毎年の公債費（利子と借金の返済額）も伸び、平成２２年度に
は４８億円を超えていましたが、まちづくりが落ち着いたことなどによる市債残高
の減少に伴い、公債費も減少し、２５年度は４３億円となりました。

■市債残高と公債費の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

市
債
残
高（
百
万
円
） 

公
債
費（
百
万
円
） 

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25Ｈ12

公債費 市債残高 

4,8764,8764,365 4,306

Ｈ22

31,755

42,225

34,683 

4,4384,438

33,245

4,497

32,625

4,365 4,3064,876 4,438 4,497

  借金と貯金 

　　　　　 市債（借金）で

　建物などを整備することで、

今施設を使う人と将来施設を使う

　人がそれぞれ整備費用を負担

　するようにしている

　　んだよ。
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  借金と貯金 

　指定管理者の運営費やごみの分別収集委託の複数年契約など「 債 務負担行為に
※

よる翌年度以降の支出予定額」は、平成１２年度には３０４億円ありましたが、その後
減少し、２５年度は１９５億円となっています。
　この結果、「市債残高」、「債務負担行為による翌年度以降の支出予定額」を合わ
せた市の借金額（債務残高）は、１２年度末では７２７億円ありましたが、その後減少
して２５年度末で５１２億円となっています。

3 債務負担行為による後年度の負担額

■債務負担行為による後年度負担額の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

うち土地の購入 うち土地開発公社 うち建造物の購入 債務負担行為額 

（百万円） 

19,06419,064

111,311
2,380

111,311
2,380

19,457

779768
2,160

Ｈ25Ｈ22Ｈ12

16,136

7,248

12,134

30,439

19,457

779768
2,160

16,136

7,248

12,134

30,439

Ｈ23

500 500
2,500

15,325

500 500
2,500

15,325

Ｈ24

1,2971,285
2,699

18,366

1,2971,285
2,699

18,366

■市の債務残高の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000 債務負担行為額 
市債残高 

（百万円） 

Ｈ12 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

42,225 31,755

30,439

19,457 

42,225 31,755

30,439

19,457 15,325 15,325 

34,68334,683

18,366 18,366 

33,24533,245 32,62532,625

19,064 19,064 

72,664

51,212 50,008 51,611 51,689 
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4 市の貯金
　立川市では経済の不況等により大幅な税収減に見舞われたり、災害の発生等に
より思わぬ支出の増加を余儀なくされたりする場合には、貯金を取り崩し対応し
ています。安定した財政運営のため、市の貯金として「財政調整基金」と競輪事
業のための「競輪事業財政調整基金」を積み立てています。また、施設整備のた
めの貯金として、「公共施設整備基金」を積み立てています。「競輪事業財政調整
基金」は平成１０年度に底をつきましたが、その後、経営改善等を行い、２５年度は
１９億円となっています。

財政調整基金残高 公共施設整備基金残高 競輪事業財政調整基金残高 

Ｈ25Ｈ22Ｈ12 Ｈ23 Ｈ24

5,895

4,318

1,677

0

6,232

1,030
1,535

1,933

4,9265,066

1,629

5,764

1,526

4,1994,194

5,895

4,318

1,677

0

6,232

1,030
1,535

1,933

4,9265,066

1,629

5,764

1,526

4,1994,194

7,000 

6,000 

5,000 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

0

基
金
残
高
（
百
万
円
） 

  借金と貯金

■基金残高の推移

600 

500 

400 

300 
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金
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額
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財政調整基金取崩額 公共施設整備基金取崩額 競輪事業財政調整基金取崩額 

Ｈ25Ｈ22Ｈ12 Ｈ23 Ｈ24

4848 4949

135

553

0

150

0

251

44

553

0

150

0

251

44

111

34
66

135111

34
66

0

197

145

0

197

145

■基金取崩額の推移
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　収入から支出を差し引き、さらに翌年度に繰り越すべきお金（未完成の工事代
金などすでに支払いが決まっているもの）を差し引いたものを「実質収支」とい
います。「実質収支」の額が、その地方公共団体の標準的な市税などの一般財源
（「 標 準財政規模」といいます）に対してどのくらいの割合になっているのかを示

※

すものを「実質収支比率」といいます。一般的には、３～５％程度が望ましいと
されています。

  立川市のやりくりは？
1 「入ったお金」と「出たお金」のバランスは？

■歳入歳出総額と実質収支比率の推移

歳入総額 歳出総額 実質収支比率 

10.0 

9.0 

8.0 

7.0 

6.0 

5.0 

4.0 

3.0 

2.0 

1.0 

0.00

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000
（百万円） （％） 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25Ｈ12

73,878

61,250

69,31369,129

60,181

66,42266,42266,403

6.0%6.0%

7.6%

71,463
67,493

8.2%8.2%

6.8%6.8%

2.7%

70,403
66,422

71,463

7.6%

2.7%

　「実質収支」は単純に黒字が大きければいいという
ものじゃないんだよ。行政サービスの水準が一定のレ
ベルを下回っているならば黒字は意味のないものに
なっちゃうんだ。そこで「黒字は後々の財政調整に必
要な範囲にとどめ、それ以上は行政サービスの向上な
どに使おう」という視点で見るのが「実質収支比率」
なんだよ。



18

2 自由に使えるお金はどのくらい？

  立川市のやりくりは？ 

　「経常収支比率」とは毎年入ってくるお金に対して、毎年必ず支払うお金がどの
くらいの割合なのかを示すものです。家計に例えると、食費や家賃、住宅ローン
の返済など決まって支払わなければならない経費の割合が、給料に対してどのく
らいあるかを見たものです。この比率が１００％を超えると、毎月の収入で毎月の生
活費のやりくりができない状況が続き、貯金の引き出しなどを生活費の一部にあ
てている状況といえます。

■経常収支比率の推移

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

%

立川市（比率） 類似都市（比率） 

Ｈ22Ｈ12 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

93.7 95.797.4
89.1 92.8 94.6

97.2 95.5 93.7 95.3

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
％ 

人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費等 繰出金 

立川市 
類似都市 

25.6

8.6

12.4

17.5

10.9

16.4

12.411.4

17.9

12.1
14.3

25.4

■立川市と類似都市の経常収支比率項目別比較
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  立川市のやりくりは？

3 借金の返済にかかる指標
　大規模な建設事業などの財源として、市債（借金）は必要なものです。しかし、
市債は借金なので、これを返済していかなければなりません。過度の借り入れは
後年度の負担が大きくなることから、その限度をどの程度にするかが重要なポイ
ントとなります。その目安として、次のような指標が使われています。

実質公債費比率 １８％を上回ると市債が許可制に。立川市は２.４％

　収入に対する借金返済費用の占める割合を示すものです。市町村が借金をしすぎないように、基

準が決められています。
　

起債制限比率 ２０％以上は借入が制限（平成２０年度まで）。立川市は６.２％

　市債（借金）の返済額が標準的な財政規模に対してどの程度の割合になっているかを見るもので

す。
　

公債費比率 １０％以下が望ましい状態。立川市は５.８％

　市債（借金）の返済にあてられた一般財源が標準的な財政規模に対してどの程度の割合になって

いるかを見るものです。
　

公債費負担比率 １５％で警戒ライン・２０％で危険ライン。立川市は９.１％

　一般財源のうち、借金の返済額にあてられた割合を示す指標です。借金の返済額が増加すれば、

この比率は上昇し、財政を圧迫することになります。

■公債費にかかる指標の推移

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0％ 

※実質公債費比率については平成19年度決算から算定方式が変更になっています。 

公債費比率 公債費負担比率 起債制限比率 実質公債費比率 

Ｈ22Ｈ12 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

5.8

9.1
9.19.7

8.1 6.2

2.4

7.8

10.3

7.0

4.9

6.6

9.6

6.8

3.5
6.6

9.7

6.6

2.8
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4 市民１人当たりの収入・支出
　平成２５年度決算を市民一人あたりにしてみると、歳入額は４１４,５６０円で、そのう
ち市税が２１０,７７７円で市債（借金）は１７,４６４円となっています。その他には、各種
交付金、国庫・都支出金などがあり、１８６,３１９円となっています。歳出額は３９５,０５６
円で、そのうち子育てや社会福祉に使われる民生費が１８８,６８８円と一番多くなって
います。

  立川市のやりくりは？ 

■市民１人当たりの歳入

■市民１人あたりの市の借金や預貯金など

財政調整基金（貯金）債務負担行為の後年度負担額市債残高（借金）

３万５千円１０万９千円 １７万８千円

220,000 

210,000 

200,000 

190,000 

180,000

20,000 

10,000
その他 市税 

（単位：円） 

市債 

210,777

17,464

186,319

■市民１人当たりの歳出

0

200,000

議会費 総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他 

（単位：円） 

2,662

57,719

188,688

29,540 34,242
40,523

24,39917,283

平成26年4月1日現在の人口の

178,209人で算出しています。
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5 立川市の財政って健全？

  立川市のやりくりは？ 

　財政の健全性は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、以下の
指標で判断します。指標ごとに早期健全化基準（イエローカード）と財政再生基
準（レッドカード）が決められています。一つでも基準をこえると、財政状況改
善のための計画を作成し、財政再建に取り組むなどの努力が必要になります。

実質赤字比率
　一般会計等（立川市では一般会計が該当）における実質赤字額の標準財政規模に対する割合です。

赤字が年間収入に対してどのくらいの割合になるかを表します。

連結実質赤字比率
　全ての会計における実質赤字額の標準財政規模に対する割合です。赤字の合計が年間収入に対し

てどのくらいの割合になるかを表します。

実質公債費比率
　一般会計等が負担する借入金の元利償還金などの標準財政規模に対する割合です。年間収入のう

ち、どのくらいを借金の返済にあてているかを表します。

将来負担比率
　一般会計等が負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合です。将来見込まれる借金な

どの負債が年間収入の何年分にあたるかを表したものです。

資金不足比率
　公営企業（立川市では下水道事業会計が該当）における資金不足額の事業規模に対する割合です。

公営企業会計における実質赤字比率に相当します。

■指標の数値
　市の財政の健全性を表す指標数値は、いずれの指標も基準を下回っていて、健全な財政運営を行

なっていることがわかります。今後も引き続き、適正な財政運営に努めていきます。

（単位：％）

資金不足比率将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率実質赤字比率

－－2.4－－立川市の指標
（平成25年度決算）

－30.27.6－－全国市区平均

20.0350.025.016.5111.51早期健全化基準
（イエローカード）

35.030.0020.00財政再生基準
（レッドカード）

注意　1．実質赤字額や連結実質赤字額等がない場合は、「－」と表記しています。
　　　2．実質赤字比率と連結実質赤字比率の早期健全化基準は市町村の財政規模に応じて異なります。
　　　3．資金不足比率については全国市区平均を全国市区町村（計）と読み替えることとします。

また、早期健全化基準を経営健全化基準に読み替えることとします。
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　官庁会計（単式簿記・現金主義）で決算するほかに、民間企業が採用する会計
制度（複式簿記・発生主義）にならって財務書類を作成することにより、官庁会
計では示せなかった立川市の財政状況（一般会計）をみることができるようにな
りました。

　※官庁会計と集計の仕方が異なりますので、同じ名称の項目でも金額が異なる場合があります。

  財務書類でみる立川市の財政状況

■貸借対照表

　貸借対照表は、年度末時点で立川市がどのくらい資産と負債をもっているか、ま 

た、資産をどのように取得したか表しています。 

[資産の部] ［負債の部］ 
１．公共資産 1．固定負債 

（1）有形固定資産 2,909億円 （1）地方債 276億円 
（2）売却可能資産 5億円 （2）長期未払金 18億円 

２．投資等 （3）退職手当引当金 76億円 
（1）投資及び出資金 9億円 2．流動負債 
（2）貸付金 17億円 （1）翌年度償還予定地方債 42億円 
（3）基金等 62億円 （2）短期借入金 0円 
（4）長期延滞債権 11億円 （3）未払金 １億円 
（5）回収不能見込額 △1億円 （4）翌年度支払予定退職手当 11億円 

３．流動資産 （5）賞与引当金 5億円 
（1）現金預金 97億円 負債合計 429億円 

①財政調整基金 62億円 
②歳計現金 35億円 ［純資産の部］ 

（2）未収金 4億円 純資産合計 2,684億円 
資産合計 3,113億円 負債・純資産合計 3,113億円 

負債とは、地方債など 
将来世代が負担する分です 

資産とは、 
道路、学校 
公園、備品 
現金預金等 純資産とは、市税や国・都 

です からの補助金などで、 
現在までの世代が負担 
した分です 

資 産 
3,113億円 

     純 資 産 
2,684億円 

負債 
429
億円 

　立川市の資産は3,113億円で、資産の取得にあたって地方債など将来の負担として
残っている分（負債）が429億円で、市税や国・都の補助金などによって負担した分
（純資産）が2,684億円であることがわかります。 
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  財務書類でみる立川市の財政状況 

■純資産変動計算書 

期首純資産残高 2,668億円 
純経常行政コスト △ 628億円 
一般財源（地方税等） 423億円 
補助金等受入 219億円 644億 円 
その他 2 億円  

期末純資産残高 2,684億円 

 

644億 円 

  
 

期首純資産 

残   高 

2,668億円 
2,040億円 

地方税等 

補助金等受入 

その他  

期末純資産 

残 高 

 

2,684億円 

■行政コスト計算書 

経常行政コスト 
人件費等 105億円 市税や国・都から 
物件費等 171億円 の補助金などでま 
社会保障費・補助金等 368億円 かなった分 
その他 5億円 
経常収益 21億 円 
純経常行政コスト （差引） 628億円 

受益者の負担分 

経常行政 
コスト 

649億円 

純経常 
行政 

コスト 

 628
億円 

経常収益 
21億円 

純経常行政コスト 
△628億円 

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が期首と期末でどのように増減した

か表しています。 

　行政コスト計算書は、経常的な行政サービスの費用（経常行政コスト）の内訳

とそれをどのような収入でまかなったか表すものです。 

　期首には純資産の残高は2,668億円でしたが、行政サービスの費用（純経常行
政コスト）として628億円支出し、地方税や国・都からの補助金等を644億円収
入した結果、期末において純資産の残高が2,684億円となりました。 

　行政サービス提供のために、649億円（人件費等105億円、物件費等171億円、
社会保障や補助金の給付等368億円、その他5億円）支出しました。このうち、21億
円は行政サービスの受益者からいただき、残りの628億円は市税や国・都からの補助
金などでまかないました。 
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  財務書類でみる立川市の財政状況

行政サービスの受益者負担について
　経常収益は、体育館や自転車駐車場、ごみの処理などの行政サービスにかかる
使用料や手数料など受益者負担の総額で、平成２５年度は２１億円でした。
　経常行政コストに対する経常収益の割合を受益者負担比率と言い、平成２４年度は
２.９５％でしたが、家庭ごみの有料化などにより平成２５年度は３.２０％に上昇しました。

どんなことにお金を使っているの？（経常行政コストの内容）
　経常行政コストを目的別に内訳をみ
ると右の円グラフのとおりになります。
　福祉に５３％のお金を支出しており、
次いで生活インフラ等に１２％、教育に
１１％のお金を使い、この３分野で全体
の４分の３を占めています。

649億円 福祉 
344億円 

生活インフラ等 
76億円 

教育 73億円 

総務 59億円 

環境衛生 54億円 

消防 22億円 
産業振興 11億円 議会 5億円 

その他 
　5億円 

■資金収支計算書 

経常的収支の部  
支出合計 564億円 
収入合計 639億円 
経常的収支額 75億円 

公共資産整備収支の部  
支出合計 72億円 
収入合計 57億円 

公共資産整備収支額 ▲15億円 

投資・財務的収支の部  
支出合計 69億円 
収入合計 4億円 

投資・財務的収支額   ▲65億円 

当年度歳計現金増減額 ▲ 5  億円 

期首歳計現金残高 4 0  億 円 

期末歳計現金残高 35 億円 

　 資金収支計算書は、貸借対照表の歳計現金を「経常的収支」、「公共資産整備収
支」、「投資・財務的収支」の３つにわけ、歳計現金の増減の内訳を示したもので
す。歳計現金とは、国や地方公共団体の歳入・歳出に属する現金のことで、官庁
会計（現金ベース）で作成した立川市の決算書の歳入から歳出を差引いた金額と
一致します。 

　「経常的収支」は市政を運営するための毎年
の収支、「公共資産整備収支」は道路、学校等
の整備のための収支、「投資・財務的収支」は
地方債の償還等のための収支です。 
　公共資産整備収支の部と投資・財務的収支
の部が赤字のため、全体として5億円ほど歳計
現金が減りました。 
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福　祉　会　館 

市　営　住　宅 

ご　み　処　理 

保　育　所  保　育　所  
運営費総額 

約54億７千万円 

園児１人あたり経費 

約1,642,000円 

収入額 
約23億５千万円 

園児1人あたり収入額 

約704,000円 

市税等の投入額 
約31億円３千万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約17,500円 

福　祉　会　館 
運営費総額 

約２億３千万円 

利用者１人あたり経費 

約1,100円 

収入額 
約31万円 

利用者１人あたり収入額 

約２円 

市税等の投入額 
約２億３千万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約1,300円 

市　営　住　宅 
運営費総額 

約１億５千万円 

１戸あたり経費 

約358,000円 

収入額 
約７千８百万円 

1戸あたり収入額 

約183,000円 

市税等の投入額 
約７千５百万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約420円 

ご　み　処　理 
運営費総額 

約38億２千万円 

ごみ排出量１トンあたり経費 

約64,000円 

収入額 
約６億８千万円 

ごみ排出量１トンあたり収入額 

 約11,500円 

市税等の投入額 
約31億３千万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約17,600円 

施設別・施策別行政コストと受益者負担
　生活に密着した行政活動のうち、以下の８項目について、見てみることにしま
しょう。左側がかかった費用、右側がそれに対する使用料や手数料などの収入と
なっています。

  財務書類でみる立川市の財政状況 
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八ヶ岳山荘  

市民体育館  

自転車対策  

八ヶ岳山荘  
運営費総額 

約８千３百万円 

利用者１人あたり経費 

約6,600円 

収入額 
０円 

利用者１人あたり収入額 

０円 

市税等の投入額 
約８千３百万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約500円 

運営費総額 

約８億６千万円 

対象児童１人あたり経費 

約90,700円 

収入額 
約24万円 

対象児童１人あたり収入額 

約25円 

市税等の投入額 
約８億６千万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約4,800円 

市民体育館  
運営費総額 

約４億５千万円 

利用者１人あたり経費 

約900円 

収入額 
約３千８百万円 

利用者１人あたり収入額 

約58円 

市税等の投入額 
約４億１千万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約2,300円 

自転車対策  
運営費総額 

約５億円 

駐車自転車１台あたり経費 

約34,000円 

収入額 
約２億３千万円 

駐車自転車１台あたり収入額 

約15,000円 

市税等の投入額 
約２億７千万円 

市民１人あたり市税等の投入額 

約1,500円 

小学校給食（食材費除く） 小学校給食（食材費除く） 

＊　平成21年度より指定管理者制度を導入したため、利用料などの収入は指定管理者の運営費に使われています。 

＊　平成25年度よりＰＦＩ方式を導入しました。 

＊　平成22年度より柴崎体育館において、指定管理者制度を導入したため、一部利用料などの収入は指定管理者 
　　の運営費に使われています。 

  財務書類でみる立川市の財政状況 
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立川駅（乗車） 

出　　生 死　　亡 婚　　姻 離　　婚 

転　　入 転　　出 ごみ（総出量） 火　　災 

救急出動 犯罪発生 交通事故 

市民相談 

図書貸出 

出　　生 死　　亡 婚　　姻 離　　婚 

転　　入 転　　出 ごみ（総出量） 火　　災 

犯罪発生 交通事故 

市民相談 

図書貸出 

出　　生 死　　亡 婚　　姻 離　　婚 

転　　入 転　　出 ごみ（総出量） 火　　災 

救急出動 犯罪発生 交通事故 

立川駅（乗車） 市民相談 

図書貸出 

出　　生 

平成12年 
4.2人 

平成25年 
4.0人 

死　　亡 

平成12年 
3.0人 

平成25年 
4.4人 

婚　　姻 

平成12年 
5.4組 

平成25年 
4.6組 

離　　婚 

平成12年 
1.6組 

平成25年 
1.2組 

転　　入 

平成12年 
31.1人 

平成25年 
 27.6人 

転　　出 

平成12年 
29.7人 

平成25年 
27.9人 

ごみ（総出量） 

平成12年 
156.0トン 

平成25年 
140.9トン 

火　　災 

平成12年 
0.2件 

平成25年 
0.3件 

救急出動 

平成12年 
23,5件 

平成25年 
30,2件 

犯罪発生 

平成12年 
8.5件 

平成25年 
9.9件 

交通事故 

平成12年 
3.6件 

平成25年 
2.9件 

平成12年 
132,672人 

平成25年 
160,441人 

市民相談 

平成12年 
8.7件 

平成25年 
7.1件 

図書貸出 

平成12年 
3,397.3冊 

平成25年 
4,161.6冊 

参 考 参 考 

吉祥寺駅 136,927人　→　139,282人 

平成12年 平成25年 

八王子駅 80,697人　→　　85,191人 

国分寺駅 100,815人　→　108,819人 

　立川市内には、いろいろな市の施設があり、多くの方に利用されています。ま
た、様々な事業にも取り組んでいます。これら行政に関するものや立川市に関連
する事柄について、中学３年生のみなさんが生まれた頃と比較してみました。

  数字で見る立川

立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立立川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川川市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市ののののののののののののののののののののののののののののののののの１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日日をををををををををををををををををををををををををををををををををみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるととととととととととととととととととととととととととととととととと・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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  数字で見る立川 

類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類類似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似似都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都都市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市ととととととととととととととととととととととととととととととととと比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比べべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべべてててててててててててててててててててててててててててててててててみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるととととととととととととととととととととととととととととととととと・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （平成２５年度決算）

保 育 所 

学 童 保 育 所 

立川市 ２９ ３,３１６ 

　 箇所数 園児数 

類似都市 ３９ ３,８９７ 

園児１人あたり経費 約１,６４２,０００円 

高 齢者福祉施策 

立川市 　 ３９,６９１ 

　 ６５歳以上人口 

類似都市 　 ５６,７１１ 

高齢者１人あたり経費 約１０１,０００円 

立川市 ３１ １,４９２ 

　 箇所数 児童数 

類似都市 ４１ １,９７２ 

児童１人あたり経費 約３４６,０００円 



29

小 学 校 

中 学 校 

立川市 ２０ ８,６６３ 

　 学校数 児童数 

類似都市 ２６ １２,７０２ 

児童１人あたり経費 約２１８,０００円 

立川市 ９ ３,７５４ 

　 学校数 生徒数 

類似都市 １３ ５,７４４ 

生徒１人あたり経費 約１６９,０００円 

  数字で見る立川 

みんなの役に
たったかな���
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●一般会計と特別会計　　「一般会計」とは、市税など
を財源として、福祉や教育、文化、公共事業など行政
運営の基本的な経費を計上している会計です。これに
対して、公共料金や利用料など独自の収入をもって特
定の支出にあてるため、一般の歳入歳出と区分し、独
立した会計として整理しているものを「特別会計」と
いいます。

●一般財源と特定財源　　市税や地方消費税交付金な
ど、財源の使い道が特定されず、どのような経費にも
使うことができるものを「一般財源」といいます。こ
れに対し、国庫支出金や都支出金など、使い道が限ら
れているものを「特定財源」といいます。

●各種交付金について　　内訳を見ますと、平成２５年
度の立川市の場合、地方消費税交付金２２億８千万円、
地方譲与税２億８千万円、自動車取得税交付金１億７
千万円、利子割交付金２億１千万円、地方特例交付金
１億４千万円、自衛隊立川駐屯地等にかかる交付金４
億３千万円、地方交付税交付金４千万円となっていま
す。そのうち、地方交付税交付金は地方税収入の不均
衡を是正する目的で、国から出される補助金（交付金）
で、普通交付税と特別交付税があります。立川市では、
過去に普通交付税が交付されていた時期もありました
が、現在は交付されていないため、他市に比べて地方
交付税交付金の割合は低くなっています。

●個人市民税　　個人市民税は、給与、商店経営によ
る売上げ、アパート等の賃貸料、株式等の譲渡益など
の所得に対して課される税であり、原則として住所地
で課税されるものです。税制改正や景気の動向、雇用
情勢に影響されやすい税金です。

●国庫（都）支出金　　国（都）が市町村に対し、行
政を行うために必要な経費の財源にあてるために支出
するものです。法律に基づき、市町村に事務の執行を
義務付け、その経費の一定割合を負担する「負担金」
と、政策的に施策の実施を奨励する場合に支出する
「補助金」、本来は国（都）が行うべき事務だが、市町
村に行わせるほうが効率的であるということから、そ
れらを委託し、それに要する経費を交付する「委託
金」に分類されます。

●固定資産税と都市計画税　　「固定資産税」は土地、
家屋などの所有者に対し、その固定資産の価格をもと
に算定される税額をその固定資産の所在する市町村が
課税する税金です。「都市計画税」は、都市計画事業や
土地区画整理事業に必要な費用の一部を負担していた
だくためのもので、市街化区域内の土地、家屋を対象

に課税します。

●債務負担行為　　自治体の予算は単一年度で完結す
るのが原則ですが、大規模建設工事のように、単年度
で終了しないもので、後の年度においても「負担＝支
出」をしなければならない場合（複数年契約）には、
あらかじめ後の年度の支出を約束することを予算で決
めておきます。これを債務負担行為といいます。
例えば、建設工事で２年度にわたる工事契約を締結す
る場合に、１年度目●●●万円、２年度目▲▲▲万円
として、全体の期間と負担額を確定させ、２年度目の
負担を約束するものです。

●市債（地方債）　　地方公共団体の借金にあたるもの
で、土地の購入や建物の建設などを行うにあたり、財
源の不足を市債の発行により補っています。

●市税（地方税）　　住民が地方公共団体に納める税金
で、地方公共団体が自主的に使える財源（自主財源）
として財政運営を行っていく上での貴重な収入となっ
ています。不足すると、支出を切りつめたり、基金
（貯金）を取り崩したりすることになります。

●指定管理者制度　　公の施設の管理・運営を、会社
などの団体に、包括的に代行させる制度のことをいい
ます。民間のノウハウを取り入れることで、サービス
の向上などにつながります。

●ＰＦＩ　　プライベート・ファイナンス・イニシア
チブ（民間資本主導）の略。公共施設の建設、維持管
理、運営を企業などの民間事業者が担い、自治体がこ
れらのサービスを購入することで民間のノウハウに
よって無駄が省かれ、質の高い公共サービスが提供さ
れるという仕組みのことをいいます。

●標準財政規模　　その地方公共団体の標準的な状態
で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指標を
「標準財政規模」といいます。

●法人市民税　　法人市民税は、法人の所得等に応じ
て課される税であり、市内に事務所、事業所又は寮等
をもつ法人に課税されるものです。景気や企業収益の
動向に影響されやすい税金です。

●目的別支出と性質別支出の考え方　　「市立保育園
保育士の給料」で例えた場合、目的別で考えると「子
どもの保育、福祉のため」のお金なので民生費に該当
します。性質別で考えると「職員の給料」のお金なの
で人件費にあたります。使われたお金が「福祉のため

  用語説明
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郵 便 は が き  

1 9 0 8 7 9 0
001

立川市 

泉町１１５６番地の９ 

立川市長　行 
（立川市財務部財政課扱い） 

電話（042）523-2111　財務部　財政課 
内線：2671 

http://www.city.tachikawa.lg.jp/



立川市やさしい財政白書（2015）は、お役に 

立ちましたか？ 

□ 中学生 □ 40歳代 

□ 20歳未満（中学生除く） 

□ 役に立った □ どちらとも言えない 

□ 役に立たなかった 

□ 20歳代 □ 50歳代 

□ 30歳代 □ 60歳以上 

内容や表現などはいかがでしたか？ 

　ご意見などありましたらお寄せください 

□ とても良い □ むずかしい 

□ まずまず良い □ ややむずかしい 

□ 普通 □ どちらとも言えない 

ご協力ありがとうございました。 

発　　　行：平成２７年３月 
企画・編集：立川市　財務部財政課 
　　　　　　〒１９０－８６６６　東京都立川市泉町１１５６－９ 
　　　　　　電話０４２（５２３）２１１１（代表） 

製　　　作：明誠企画株式会社 
　　　　　　〒２０８－００２２　東京都武蔵村山市榎２－２５－５ 
　　　　　　電話０４２（５６７）６２３３（代表）　FAX０４２（５６７）６２３０ 

立川市やさしい財政白書（２０１５） 

みなさん
がチェッ

ク！ 

Q1

Q2

アンケートに 

ご協力ください。 

アンケートに 

ご協力ください。 

アンケートに 

ご協力ください。 


